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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被処理物を１，０００℃以上２，４００℃以下の温度に加熱するための第１室と、
　この第１室に隣接する第２室と、
　この第２室と前記第１室との間で前記被処理物を移動させるための移動機構と、
を備え、
　前記第１室の内部には、前記被処理物を周囲から加熱できるように配置される加熱ヒー
タと、この加熱ヒータの熱を前記被処理物に向けて反射するように配置される第１多層熱
反射金属板と、が備えられ、
　前記移動機構は、前記被処理物とともに移動可能な第２多層熱反射金属板を備え、
　前記被処理物が前記第２室内にあるときには、前記第２多層熱反射金属板が前記第１室
と前記第２室とを隔てるように位置し、前記加熱ヒータから発生する熱の一部が前記第２
多層熱反射金属板を介して前記第２室に供給されて、これにより当該第２室内の被処理物
を予備加熱することが可能に構成されていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の熱処理装置であって、
　前記第２多層熱反射金属板の積層枚数は、前記第１多層熱反射金属板の積層枚数よりも
少ないことを特徴とする熱処理装置。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の熱処理装置であって、
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　前記移動機構は、前記被処理物とともに移動可能な第３多層熱反射金属板を備え、
　前記被処理物が前記第２室内にあるときには、前記第３多層熱反射金属板が前記第２室
とその外部とを隔てるように位置し、
　前記被処理物が前記第１室内にあるときには、前記第３多層熱反射金属板が前記第１室
と前記第２室とを隔てるように位置することを特徴とする熱処理装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の熱処理装置であって、
　前記第３多層熱反射金属板は、多数の貫通孔を有する金属板を、当該貫通孔の位置を異
ならせながら積層して構成されていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項５】
　請求項３又は４に記載の熱処理装置であって、
　前記移動機構は、前記被処理物とともに移動可能な第４多層熱反射金属板を備え、
　前記被処理物が前記第１室内にあるときには、前記第４多層熱反射金属板が前記第２室
とその外部とを隔てるように位置することを特徴とする熱処理装置。
【請求項６】
　請求項３又は４に記載の熱処理装置であって、
　多層熱反射金属板に囲われた第３室を、前記第２室の外側に隣接させて備え、
　前記第２室は前記第１室に対して上下方向に隣接しており、
　前記第３室は前記第２室に対して上下方向に隣接しており、
　前記移動機構は、前記被処理物とともに移動可能な第４多層熱反射金属板を備え、
　前記被処理物が前記第１室内にあるときには、前記第４多層熱反射金属板が前記第２室
と前記第３室とを隔てるように位置することを特徴とする熱処理装置。
【請求項７】
　請求項６に記載の熱処理装置であって、
　前記被処理物が前記第２室内にあるときには、前記第４多層熱反射金属板が前記第３室
とその外部とを隔てるように位置することを特徴とする熱処理装置。
【請求項８】
　請求項７に記載の熱処理装置であって、
　前記第４多層熱反射金属板にはロッドが連結されており、
　このロッドは、前記被処理物が前記第２室内にあるときには、前記第３室を挟んで前記
第２室と反対側に位置することを特徴とする熱処理装置。
【請求項９】
　請求項５から８までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　前記第４多層熱反射金属板は、多数の貫通孔を有する金属板を、当該貫通孔の位置を異
ならせながら積層して構成されていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項１０】
　請求項６又は７に記載の熱処理装置であって、
　前記移動機構は、前記被処理物とともに移動可能な第５多層熱反射金属板を備え、
　前記被処理物が前記第１室内にあるときは、前記第５多層熱反射金属板が前記第３室と
その外部とを隔てるように位置することを特徴とする熱処理装置。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の熱処理装置であって、
　多層熱反射金属板に囲われた第４室を、前記第３室の外側かつ下側に隣接させて備え、
　前記被処理物が前記第２室内にあるときには、前記第５多層熱反射金属板が前記第４室
とその外部とを隔てるように位置することを特徴とする熱処理装置。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の熱処理装置であって、
　前記第５多層熱反射金属板にはロッドが連結されており、
　このロッドは、前記被処理物が前記第１室内にあるときには、前記第３室を挟んで前記
第２室と反対側に位置することを特徴とする熱処理装置。
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【請求項１３】
　請求項１から１２までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　前記第２室内の被処理物を５００℃以上の温度に予備加熱できることを特徴とする熱処
理装置。
【請求項１４】
　請求項１から１３までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　前記移動機構は、前記被処理物を支持する支持体と、この支持体に連結されるロッドと
、を備え、
　前記ロッドは、温度絶縁体を介して前記支持体に連結されることを特徴とする熱処理装
置。
【請求項１５】
　請求項１から１４までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　前記移動機構は、前記被処理物を支持する支持体と、この支持体に連結されるロッドと
、を備え、
　前記被処理物が前記第１室内にあるときに、前記ロッドと前記支持体との連結を切離し
可能に構成されていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項１６】
　請求項１５に記載の熱処理装置であって、
　前記第２室は多層熱反射金属板を備え、この多層熱反射金属板には通路孔が形成されて
、この通路孔を通じて前記第２室に対し被処理物を出し入れ可能に構成したことを特徴と
する熱処理装置。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の熱処理装置であって、前記通路孔を開閉可能な開閉部材が設けられ
ていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項１８】
　請求項１４に記載の熱処理装置であって、
　前記第２室は多層熱反射金属板を備え、この多層熱反射金属板の少なくとも一部が移動
することで通路空間を形成可能に構成され、
　この通路空間を通じて、前記第２室に対し被処理物を出し入れ可能に構成したことを特
徴とする熱処理装置。
【請求項１９】
　請求項１から１８までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　前記第２室に対し被処理物を出し入れ可能な搬送機構を備え、
　この搬送機構はアームを備え、このアームによって被処理物を搬送するように構成され
ていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項２０】
　請求項１から１９までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　前記第２室に対し被処理物を出し入れ可能な搬送機構を備え、
　この搬送機構は回転テーブル式に構成されていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項２１】
　請求項１から２０までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　被処理物を上下方向に並べて複数ストックすることが可能なストック室と、
　被処理物を前記第２室と前記ストック室との間で水平方向に搬送可能な搬送機構と、
を備え、
　前記第２室は前記第１室に対し上下方向に隣接していることを特徴とする熱処理装置。
【請求項２２】
　請求項２１に記載の熱処理装置であって、
　前記ストック室は、当該ストック室にストックされる被処理物を冷却するための冷却機
構を備えていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項２３】
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　請求項１から２２までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　被処理物を大気中から装置内に導入するための導入室を備え、
　この導入室に導入された被処理物を前記第２室に搬送可能に構成されていることを特徴
とする熱処理装置。
【請求項２４】
　請求項１から２３までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　前記第１室は、１０-2Ｐａ以下の真空とすることが可能に構成されていることを特徴と
する熱処理装置。
【請求項２５】
　請求項１から２３までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　前記第１室は、１０-2Ｐａ以下の真空に到達した後に不活性ガスを導入した希薄ガス雰
囲気下とすることが可能に構成されていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項２６】
　請求項１から２５までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　前記移動機構は、前記被処理物を載置するための受け台を備え、
　この受け台は、タンタルカーバイド、タングステンカーバイド、タングステン、タンタ
ル、モリブデン又はグラファイトの少なくとも何れかよりなることを特徴とする熱処理装
置。
【請求項２７】
　請求項２６に記載の熱処理装置であって、
　前記受け台は、タンタルカーバイド処理を施したタンタルよりなる固定ネジによって他
の部材に固定されていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項２８】
　請求項１から２７までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　前記加熱ヒータは、タングステン、モリブデン、又はタンタルの少なくとも何れかより
なることを特徴とする熱処理装置。
【請求項２９】
　請求項２８に記載の熱処理装置であって、
　前記加熱ヒータは、タンタルカーバイド処理を施したタンタルよりなる取付ネジによっ
て他の部材に固定されていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項３０】
　請求項１から２９までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　前記加熱ヒータは、タングステン、モリブデン、又はタンタルの少なくとも何れかより
なるカバーによって覆われていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項３１】
　請求項３０に記載の熱処理装置であって、
　前記カバーは、タンタルカーバイド処理を施したタンタルよりなる取付ネジによって他
の部材に固定されていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項３２】
　請求項１から３１までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　前記第１多層熱反射金属板及び第２多層熱反射金属板は、タングステンカーバイド、タ
ングステン、タンタル又はモリブデンの少なくとも何れかよりなることを特徴とする熱処
理装置。
【請求項３３】
　請求項３２に記載の熱処理装置であって、
　前記第１多層熱反射金属板又は第２多層熱反射金属板の少なくとも何れか一方は、タン
タルカーバイド処理を施したタンタルよりなる取付ネジによって他の部材に固定されてい
ることを特徴とする熱処理装置。
【請求項３４】
　請求項１から３３までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
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　前記移動機構において、被処理物の周囲に、タングステン、モリブデン、又はタンタル
の少なくとも何れかよりなるシールドが配置されていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項３５】
　請求項３４に記載の熱処理装置であって、
　前記シールドは、タンタルカーバイド処理を施したタンタルよりなる取付ネジによって
他の部材に固定されていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項３６】
　請求項１から３５までの何れか一項に記載の熱処理装置であって、
　前記第１多層熱反射金属板において、積層されている金属板の間に温度検知部が配置さ
れていることを特徴とする熱処理装置。
【請求項３７】
　請求項１から３６までの何れか一項に記載の熱処理装置を用いて被処理物を熱処理する
熱処理方法であり、
　前記第２室で被処理物を５００℃以上１，０００℃以下の温度に予備加熱する予備加熱
処理と、
　前記第２室から前記第１室へ被処理物を移動させることで、前記第１室において被処理
物を１，０００℃以上２，４００℃以下の温度に加熱する本加熱処理と、
　この本加熱処理の終了後に、前記第１室から前記第２室へ被処理物を移動させることで
被処理物を冷却する冷却処理と、
を行うことを特徴とする熱処理方法。
【請求項３８】
　請求項１から３６までの何れか一項に記載の熱処理装置を用いて被処理物を熱処理する
熱処理方法であり、
　前記第２室で被処理物を５００℃以上１，０００℃以下の温度に予備加熱する予備加熱
処理と、
　前記第２室から前記第１室へ被処理物を移動させた後に、設定された温度プロフィルに
従って前記第１室の温度を制御することで、被処理物を１，０００℃以上２，４００℃以
下の温度に加熱する本加熱処理と、
　この本加熱処理の終了後に、設定された温度プロフィルに従って前記第１室の温度を制
御することで、前記第１室内の被処理物を冷却する冷却処理と、
を行うことを特徴とする熱処理方法。
【請求項３９】
　請求項３７又は３８に記載の熱処理方法であって、
　前記予備加熱処理及び前記本加熱処理は、１０-2Ｐａ以下の真空において行われること
を特徴とする熱処理方法。
【請求項４０】
　請求項３７又は３８に記載の熱処理方法であって、
　前記予備加熱処理及び前記本加熱処理は、１０-2Ｐａ以下の真空に到達した後に不活性
ガスを導入した希薄ガス雰囲気下において行われることを特徴とする熱処理方法。
【請求項４１】
　請求項３９又は４０に記載の熱処理方法であって、
　前記予備加熱処理及び前記本加熱処理は、上容器と下容器からなる容器に前記被処理物
を収納し、前記上容器と前記下容器とを嵌合させた状態で行うものとし、
　この容器は、タンタルカーバイド処理を施したタンタルにより構成されていることを特
徴とする熱処理方法。
【請求項４２】
　請求項３９又は４０に記載の熱処理方法であって、
　前記予備加熱処理及び前記本加熱処理は、上容器と下容器からなる容器に前記被処理物
を収納し、前記上容器と前記下容器とを嵌合させた状態で行うものとし、
　この容器は、タングステンカーバイド、タングステン、又はグラファイトの少なくとも
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何れかよりなることを特徴とする熱処理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、主要には、高真空且つ高温に維持した雰囲気、又は不活性ガスを若干含む高
温雰囲気を形成し、この雰囲気下において、結晶成長、化学反応又は成膜等の化学変化及
び物理変化を被処理物に生じさせるための熱処理装置の構成に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えばＣＶＤ（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）等を行
うための結晶成長炉や化学反応炉と呼ばれる熱処理装置の中には、真空雰囲気又はガス雰
囲気を高温状態に維持する加熱室と、当該加熱室内で被処理物を加熱するための加熱手段
とを備え、この加熱室に配置された被処理物に対して熱処理を行う構成のものが知られて
いる。
【０００３】
　例えば特許文献１は、この種の熱処理装置において、本加熱室と予備加熱室を備え、先
ず予備加熱室で予備加熱処理を行った後、予備加熱室から本加熱室へ被処理物を移動させ
ることで本加熱処理を行う構成を開示する。特許文献２～５においても、同様の構成を有
する熱処理装置が開示されている。
【特許文献１】特開２００４－２９２３０５号公報
【特許文献２】特開２００４－２９７０３４号公報
【特許文献３】特開２００４－２７１０７２号公報
【特許文献４】特開２００５－２７３９３１号公報
【特許文献５】特開２００６－４１５４４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記特許文献１～５の構成は何れも、被処理物の予備加熱室への出し入
れ、及び、予備加熱室と本加熱室との間での被処理物の移動に相当の時間を要していた。
このため、熱効率及びスループットの点で改善の余地があった。また、上記の出し入れ及
び移動のための機構が複雑であり、構成の簡素化の観点からも改善の余地が残されていた
。
【０００５】
　本発明は上記の事情に鑑みてされたものであり、その主要な目的は、被処理物の温度を
速やかに所望の温度まで到達させることができ、熱効率及びスループットに優れるととも
に、構成の簡素な熱処理装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段及び効果】
【０００６】
　本発明の解決しようとする課題は以上の如くであり、次にこの課題を解決するための手
段とその効果を説明する。
【０００７】
　本発明の第１の観点によれば、以下の構成の熱処理装置が提供される。即ち、被処理物
を１，０００℃以上２，４００℃以下の温度に加熱するための第１室と、この第１室に隣
接する第２室と、この第２室と前記第１室との間で前記被処理物を移動させるための移動
機構と、を備える。前記第１室の内部には、前記被処理物を周囲から加熱できるように配
置される加熱ヒータと、この加熱ヒータの熱を前記被処理物に向けて反射するように配置
される第１多層熱反射金属板と、が備えられる。前記移動機構は、前記被処理物とともに
移動可能な第２多層熱反射金属板を備える。前記被処理物が前記第２室内にあるときには
、前記第２多層熱反射金属板が前記第１室と前記第２室とを隔てるように位置し、前記加
熱ヒータから発生する熱の一部が前記第２多層熱反射金属板を介して前記第２室に供給さ
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れて、これにより当該第２室内の被処理物を予備加熱することが可能に構成されている。
【０００８】
　これにより、第１室の熱を利用して第２室を昇温するので、予備加熱に必要なヒータを
少なくでき、又は全く設置しない構成とすることができる。この結果、熱処理装置の構成
を著しく簡素化できる。また、第２室での予備加熱が終了した後、隣接する第１室へ被処
理物を移動させるだけで、第２多層熱反射金属板が被処理物とともに移動して、第１室と
第２室とが連通した状態となる。従って、第１室と第２室との間で被処理物を移動させる
ための機構を簡素化できるとともに、その移動のために必要な時間も短縮できる。従って
、本加熱処理を直ちに開始して急速な昇温を実現でき、熱効率及びスループットが良好で
ある。
【０００９】
　前記熱処理装置においては、前記第２多層熱反射金属板の積層枚数は、前記第１多層熱
反射金属板の積層枚数よりも少ないことが好ましい。
【００１０】
　これにより、予備加熱時に、第１室の熱の一部が第２多層熱反射金属板を通じて第２室
側へ適当に分配される。従って、第２室の温度を適度に上昇させ、予備加熱処理を容易に
行うことができる。
【００１１】
　前記熱処理装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、前記移動機構は
、前記被処理物とともに移動可能な第３多層熱反射金属板を備える。前記被処理物が前記
第２室内にあるときには、前記第３多層熱反射金属板が前記第２室とその外部とを隔てる
ように位置する。前記被処理物が前記第１室内にあるときには、前記第３多層熱反射金属
板が前記第１室と前記第２室とを隔てるように位置する。
【００１２】
　これにより、予備加熱時においては、第３多層熱反射金属板によって第２室の温度低下
を良好に防止できる。また、本加熱処理時においては、第３多層熱反射金属板が第１室と
第２室とを隔てるので、第１室の被処理物を効率良く昇温させることができる。
【００１３】
　前記熱処理装置においては、前記第３多層熱反射金属板は、多数の貫通孔を有する金属
板を、当該貫通孔の位置を異ならせながら積層して構成されていることが好ましい。
【００１４】
　これにより、本加熱処理時に被処理物から発生するガスを、第３多層熱反射金属板の各
金属板の貫通孔を通じて良好に排気することができる。従って、被処理物や第１室のガス
による汚染を防止できる。一方で、第１室の熱は第３多層熱反射金属板によって良好に遮
断されるので、本加熱処理時の熱効率を良好に維持できる。
【００１５】
　前記熱処理装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、前記移動機構は
、前記被処理物とともに移動可能な第４多層熱反射金属板を備える。前記被処理物が前記
第１室内にあるときには、前記第４多層熱反射金属板が前記第２室とその外部とを隔てる
ように位置する。
【００１６】
　これにより、本加熱処理時においては、第４多層熱反射金属板によって第２室の温度低
下を防止できるので、第１室を容易に高温雰囲気に維持することができる。
【００１７】
　前記の熱処理装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、多層熱反射金
属板に囲われた第３室が、前記第２室の外側に隣接させて備えられる。前記第２室は前記
第１室に対して上下方向に隣接している。前記第３室は前記第２室に対して上下方向に隣
接している。前記移動機構は、前記被処理物とともに移動可能な第４多層熱反射金属板を
備える。前記被処理物が前記第１室内にあるときには、前記第４多層熱反射金属板が前記
第２室と前記第３室とを隔てるように位置する。
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【００１８】
　これにより、第２室等の熱が逃げるロスを、第３室を設ける簡素な構成によって低減す
ることができる。
【００１９】
　前記の熱処理装置においては、前記被処理物が前記第２室内にあるときには、前記第４
多層熱反射金属板が前記第３室とその外部とを隔てるように位置することが好ましい。
【００２０】
　これにより、予備加熱処理時に第３多層熱反射金属板と第４多層熱反射金属板とによっ
て第３室が閉鎖されるので、断熱効果を簡単な構成で得ることができる。
【００２１】
　前記の熱処理装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、前記第４多層
熱反射金属板にはロッドが連結されている。このロッドは、前記被処理物が前記第２室内
にあるときには、前記第３室を挟んで前記第２室と反対側に位置する。
【００２２】
　これにより、第２室等の熱がロッドを伝わって逃げるロスを第３室によって低減できる
。従って、熱処理の効率が一層向上するとともに、ロッドの熱損傷も防止できる。
【００２３】
　前記熱処理装置においては、前記第４多層熱反射金属板は、多数の貫通孔を有する金属
板を、当該貫通孔の位置を異ならせながら積層して構成されていることが好ましい。
【００２４】
　これにより、本加熱処理時に被処理物から発生するガスを、第４多層熱反射金属板の各
金属板の貫通孔を通じて良好に排気することができる。従って、被処理物や、第１室及び
第２室のガスによる汚染を防止できる。一方で、第２室の熱は第４多層熱反射金属板によ
って良好に遮断されるので、第２室の過度の温度低下を防止し、本加熱処理時の熱効率を
良好に維持できる。
【００２５】
　前記の熱処理装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、前記移動機構
は、前記被処理物とともに移動可能な第５多層熱反射金属板を備える。前記被処理物が前
記第１室内にあるときは、前記第５多層熱反射金属板が前記第３室とその外部とを隔てる
ように位置する。
【００２６】
　これにより、本加熱処理時において熱が逃げるロスを、第３室の断熱効果によって一層
低減できる。
【００２７】
　前記の熱処理装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、多層熱反射金
属板に囲われた第４室を、前記第３室の外側かつ下側に隣接させて備える。前記被処理物
が前記第２室内にあるときには、前記第５多層熱反射金属板が前記第４室とその外部とを
隔てるように位置する。
【００２８】
　これにより、第２室等の熱が逃げるロスを、２つの第３室によって一層低減することが
できる。
【００２９】
　前記の熱処理装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、前記第５多層
熱反射金属板にはロッドが連結されている。このロッドは、前記被処理物が前記第１室内
にあるときには、前記第３室を挟んで前記第２室と反対側に位置する。
【００３０】
　これにより、本加熱処理時において、第１室の熱がロッドを伝わって逃げるロスを第３
室によって低減できる。従って、熱処理の効率が一層向上するとともに、ロッドの熱損傷
も防止できる。
【００３１】
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　前記熱処理装置においては、前記第２室内の被処理物を５００℃以上の温度に予備加熱
できることが好ましい。
【００３２】
　これにより、高い温度での予備加熱が必要な処理に好適な熱処理装置を提供できる。
【００３３】
　前記熱処理装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、前記移動機構は
、前記被処理物を支持する支持体と、この支持体に連結されるロッドと、を備える。前記
ロッドは、温度絶縁体を介して前記支持体に連結される。
【００３４】
　これにより、第１室や第２室の熱がロッドを伝わって逃げるロスを温度絶縁体により低
減でき、熱処理の一層の効率化を図ることができる。
【００３５】
　前記熱処理装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、前記移動機構は
、前記被処理物を支持する支持体と、この支持体に連結されるロッドと、を備える。前記
被処理物が前記第１室内にあるときに、前記ロッドと前記支持体との連結を切離し可能に
構成されている。
【００３６】
　これにより、第１室の熱がロッドを伝わって逃げるロスを低減でき、熱処理の一層の効
率化を図ることができる。
【００３７】
　前記熱処理装置においては、前記第２室は多層熱反射金属板を備え、この多層熱反射金
属板には通路孔が形成されて、この通路孔を通じて前記第２室に対し被処理物を出し入れ
可能に構成することが好ましい。
【００３８】
　これにより、簡素な構成で、第２室への被処理物の出し入れを実現できる。
【００３９】
　前記熱処理装置においては、前記通路孔を開閉可能な開閉部材が設けられていることが
好ましい。
【００４０】
　これにより、予備加熱時等に開閉部材を閉鎖することで、第２室の熱ロスを低減し、熱
処理の一層の効率化を図ることができる。
【００４１】
　前記熱処理装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、前記第２室は多
層熱反射金属板を備え、この多層熱反射金属板の少なくとも一部が移動することで通路空
間を形成可能に構成される。この通路空間を通じて、前記第２室に対し被処理物を出し入
れ可能に構成する。
【００４２】
　これにより、簡素な構成で、第２室への被処理物の出し入れを実現できる。
【００４３】
　前記の熱処理装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、前記第２室に
対し被処理物を出し入れ可能な搬送機構を備える。この搬送機構はアームを備え、このア
ームによって被処理物を搬送するように構成されている。
【００４４】
　あるいは、前記搬送機構は回転テーブル式に構成されていることが好ましい。
【００４５】
　これにより、簡素な構成の搬送機構によって、第２室への被処理物の出し入れを実現で
きる。
【００４６】
　前記熱処理装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、被処理物を上下
方向に並べて複数ストックすることが可能なストック室と、被処理物を前記第２室と前記
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ストック室との間で水平方向に搬送可能な搬送機構と、を備える。前記第２室は前記第１
室に対し上下方向に隣接している。
【００４７】
　これにより、複数の被処理物をストックして次々と予備加熱処理及び本加熱処理を行う
ことが可能になり、スループットを顕著に向上できる。また、コンパクトな構成で上記機
能を達成できるので、熱処理装置の設置面積を低減できる。
【００４８】
　前記熱処理装置においては、前記ストック室は、当該ストック室にストックされる被処
理物を冷却するための冷却機構を備えていることが好ましい。
【００４９】
　これにより、熱処理後の被処理物を急速に冷却できるので、短時間で次工程に移行する
ことができ、スループットを一層向上できる。
【００５０】
　前記熱処理装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、被処理物を大気
中から装置内に導入するための導入室を備える。この導入室に導入された被処理物を前記
第２室に搬送可能に構成されている。
【００５１】
　これにより、熱処理装置へ被処理物の導入を容易に行うことができる。
【００５２】
　前記熱処理装置においては、前記第１室は、１０-2Ｐａ以下の真空とすることが可能に
構成されていることが好ましい。
【００５３】
　あるいは、前記第１室は、１０-2Ｐａ以下の真空に到達した後に不活性ガスを導入した
希薄ガス雰囲気下とすることが可能に構成されていることが好ましい。
【００５４】
　これにより、例えば半導体プロセス等の高真空での処理に好適な熱処理装置を提供でき
る。
【００５５】
　前記熱処理装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、前記移動機構は
、前記被処理物を載置するための受け台を備える。この受け台は、タンタルカーバイド、
タングステンカーバイド、タングステン、タンタル、モリブデン又はグラファイトの少な
くとも何れかよりなる。
【００５６】
　また、前記熱処理装置においては、前記加熱ヒータは、タングステン、モリブデン、又
はタンタルの少なくとも何れかよりなることが好ましい。
【００５７】
　これにより、高い温度での熱処理に好適な熱処理装置を提供できる。
【００５８】
　また、前記熱処理装置においては、前記受け台又は加熱ヒータの少なくとも何れか一方
は、タンタルカーバイドを施したタンタルよりなる取付ネジによって他の部材に固定され
ていることが好ましい。
【００５９】
　これにより、高温でも固定部分の焼き付きが生じないので、メンテナンス性に優れた熱
処理装置を提供できる。
【００６０】
　前記熱処理装置においては、前記加熱ヒータは、タングステン、モリブデン、又はタン
タルの少なくとも何れかよりなるカバーによって覆われていることが好ましい。
【００６１】
　これにより、本加熱処理時に被処理物から発生する分子線や蒸気に加熱ヒータが晒され
ることがカバーによって防止されるので、加熱ヒータの寿命を延ばすことができる。
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【００６２】
　また、前記熱処理装置においては、前記カバーは、タンタルカーバイドを施したタンタ
ルよりなる取付ネジによって他の部材に固定されていることが好ましい。
【００６３】
　これにより、高温でも固定部分の焼き付きが生じないので、メンテナンス性に優れた熱
処理装置を提供できる。
【００６４】
　前記熱処理装置においては、前記第１多層熱反射金属板及び第２多層熱反射金属板は、
タングステンカーバイド、タングステン、タンタル又はモリブデンの少なくとも何れかよ
りなることが好ましい。
【００６５】
　これにより、高い温度での熱処理に好適な熱処理装置を提供できる。
【００６６】
　前記熱処理装置においては、前記第１多層熱反射金属板及び第２多層熱反射金属板の少
なくとも何れか一方は、タンタルカーバイドを施したタンタルよりなる取付ネジによって
他の部材に固定されていることが好ましい。
【００６７】
　これにより、高温でも固定部分の焼き付きが生じないので、メンテナンス性に優れた熱
処理装置を提供できる。
【００６８】
　前記熱処理装置においては、前記移動機構において、被処理物の周囲に、タングステン
、モリブデン、又はタンタルの少なくとも何れかよりなるシールドが配置されていること
が好ましい。
【００６９】
　これにより、本加熱処理時に被処理物から発生する分子線や蒸気に加熱ヒータが晒され
ることがシールドによって防止されるので、加熱ヒータの寿命を延ばすことができる。
【００７０】
　前記の熱処理装置においては、前記シールドは、タンタルカーバイド処理を施したタン
タルよりなる取付ネジによって他の部材に固定されていることが好ましい。
【００７１】
　これにより、高温でも固定部分の焼き付きが生じないので、メンテナンス性に優れた熱
処理装置を提供できる。
【００７２】
　前記熱処理装置においては、前記第１多層熱反射金属板において、積層されている金属
板の間に温度検知部が配置されていることが好ましい。
【００７３】
　これにより、第１室内の温度分布を適切かつ正確に計測することができる。また、この
温度検知部を使用して、本加熱部の温度制御を行うことも可能となる。そのことにより、
チャンバのビューポートを介して放射温度計で本加熱部を測温し、制御にフィードバック
する際にビューポートが曇って測温できなくなる問題も解決できる。
【００７４】
　本発明の第２の観点によれば、前記熱処理装置を用いて被処理物を熱処理する熱処理方
法であり、前記第２室で被処理物を５００℃以上１，０００℃以下の温度に予備加熱する
予備加熱処理と、前記第２室から前記第１室へ被処理物を移動させることで、前記第１室
において被処理物を１，０００℃以上２，４００℃以下の温度に加熱する本加熱処理と、
この本加熱処理の終了後に、前記第１室から前記第２室へ被処理物を移動させることで被
処理物を冷却する冷却処理と、を行う熱処理方法が提供される。
【００７５】
　これにより、被処理物の温度を均一且つ速やかに所望の温度まで到達させることができ
、熱効率及びスループットを向上させることができる。
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【００７６】
　本発明の第３の観点によれば、前記熱処理装置を用いて被処理物を熱処理する熱処理方
法であり、前記第２室で被処理物を５００℃以上１，０００℃以下の温度に予備加熱する
予備加熱処理と、前記第２室から前記第１室へ被処理物を移動させた後に、設定された温
度プロフィルに従って前記第１室の温度を制御することで、被処理物を１，０００℃以上
２，４００℃以下の温度に加熱する本加熱処理と、この本加熱処理の終了後に、設定され
た温度プロフィルに従って前記第１室の温度を制御することで、前記第１室内の被処理物
を冷却する冷却処理と、を行う熱処理方法が提供される。
【００７７】
　これにより、被処理物の温度を、所望の温度プロフィルで加熱及び冷却することが可能
になる。従って、被処理物を急激に加熱する場合及び緩やかに加熱する場合の何れにも対
応でき、適用範囲の広い熱処理方法を提供することができる。
【００７８】
　前記熱処理方法においては、前記予備加熱処理及び前記本加熱処理は、１０-2Ｐａ以下
の真空において行われることが好ましい。
【００７９】
　あるいは、前記予備加熱処理及び前記本加熱処理は、１０-2Ｐａ以下の真空に到達した
後に不活性ガスを導入した希薄ガス雰囲気下において行われることが好ましい。
【００８０】
　これにより、例えば半導体プロセス等の高真空を必要とする熱処理に好適な方法を提供
できる。
【００８１】
　前記熱処理方法においては、以下のようにすることが好ましい。即ち、前記予備加熱処
理及び前記本加熱処理は、上容器と下容器からなる容器に前記被処理物を収納し、前記上
容器と前記下容器とを嵌合させた状態で行うものとする。この容器は、タンタルカーバイ
ド処理を施したタンタルにより構成されている。
【００８２】
　これにより、容器の実質的な密閉状態が実現されて、真空又は希薄ガス雰囲気下での本
加熱処理時に、容器の内圧が雰囲気に対して高く保持される。従って、不純物の容器内へ
の侵入を防止できる。また、ＳｉＣを処理する場合に、容器の内部空間の炭素分子を、容
器のタンタルカーバイド処理がされた部分に選択的に吸蔵でき、これによって容器の内部
空間をシリコン飽和蒸気圧に保つことができる。従って、単結晶ＳｉＣの処理に好適な熱
処理方法を提供することができる。
【００８３】
　前記熱処理方法においては、以下のようにすることが好ましい。即ち、前記予備加熱処
理及び前記本加熱処理は、上容器と下容器からなる容器に前記被処理物を収納し、前記上
容器と前記下容器とを嵌合させた状態で行うものとする。この容器は、タングステンカー
バイド、タングステン、又はグラファイトの少なくとも何れかよりなる。
【００８４】
　これにより、容器の実質的な密閉状態が実現されて、真空又は希薄ガス雰囲気下での本
加熱処理時に、容器の内圧が雰囲気に対して高く保持される。従って、不純物の容器内へ
の侵入を防止できる。また、高温での熱処理に好適な熱処理方法を提供できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００８５】
　次に、発明の実施の形態を説明する。図１は本発明の一実施形態に係る高温真空炉の全
体構成を示す模式図である。
【００８６】
　図１に示す熱処理装置としての高温真空炉１１は、加熱炉１２と、ストック室１３と、
導入室１４と、観察室１５と、を備えている。
【００８７】
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　加熱炉１２は、被処理物を１，０００℃以上２，４００℃以下の温度に加熱するための
本加熱室（第１室）２１と、被処理物を５００℃以上の温度に予備加熱可能な予備加熱室
（第２室）２２と、を備えている。予備加熱室２２は本加熱室２１の下方に配置され、本
加熱室２１に対して上下方向に隣接している。また、加熱炉１２は、予備加熱室２２の下
方に配置された断熱室（第３室）２３を備えている。この断熱室２３は予備加熱室２２に
対して上下方向に隣接している。
【００８８】
　加熱炉１２は真空チャンバ１９を備え、前記本加熱室２１と予備加熱室２２は、この真
空チャンバ１９の内部に備えられている。真空チャンバ１９には真空形成装置としてのタ
ーボ分子ポンプ３４が接続されて、例えば１０-2Ｐａ以下、望ましくは１０-7Ｐａ以下の
真空を真空チャンバ１９内に得ることができるようになっている。ターボ分子ポンプ３４
と真空チャンバ１９との間には、ゲートバルブ２５が介設される。また、ターボ分子ポン
プ３４には、補助のためのロータリーポンプ２６が接続される。
【００８９】
　加熱炉１２は、予備加熱室２２と本加熱室２１との間で被処理物を上下方向に移動させ
ることが可能な移動機構２７を備えている。この移動機構２７は、被処理物を支持可能な
支持体２８と、この支持体２８を上下動させることが可能なシリンダ部２９と、を備えて
いる。シリンダ部２９はシリンダロッド３０を備え、このシリンダロッド３０の一端が前
記支持体２８に連結されている。
【００９０】
　加熱炉１２は、真空度を測定するための真空計３１を備えている。また、加熱炉１２に
は、質量分析法を行うための質量分析装置３２が備えられる。本実施形態では、真空計３
１としてイオンゲージを用い、質量分析装置３２として四重極型質量分析計を用いている
。
【００９１】
　ストック室１３は、加熱炉１２での加熱処理前又は加熱処理後の被処理物を一時的にス
トックしておくためのものであり、真空チャンバ６１を備えている。この真空チャンバ６
１には、加熱炉１２と同様に、ターボ分子ポンプ３４、ゲートバルブ２５、及びロータリ
ーポンプ２６が備えられており、真空チャンバ６１内に例えば１０-2Ｐａ以下、望ましく
は１０-7Ｐａ以下の真空を得ることができるように構成されている。
【００９２】
　真空チャンバ６１には、真空度を測定するための真空計６２が備えられる。本実施形態
では、真空計６２としてイオンゲージが用いられている。
【００９３】
　真空チャンバ６１内にはストッカ６３が備えられている。このストッカ６３は、前記被
処理物を上下方向に複数並べてストックできるように構成されている。ストック室１３は
、ストッカ６３を上下動させるための移動機構６４を備えている。
【００９４】
　また、ストック室１３は、ストッカ６３にストックされた被処理物を冷却するための、
図略の冷却機構を備えている。この冷却機構は、冷却水を循環させる冷却水経路等より構
成されている。
【００９５】
　加熱炉１２の真空チャンバ１９と、ストック室１３の真空チャンバ６１は、搬送路６５
を通じて接続されている。この搬送路６５は、ゲートバルブ６６によって開閉可能になっ
ている。
【００９６】
　また、ストック室１３には、ストック室１３と加熱炉１２との間で被処理物を搬送する
ための搬送機構６７が備えられる。この搬送機構６７は、水平方向に移動可能な搬送アー
ム６８を備えている。搬送機構６７は、被処理物を搬送アーム６８の先端部の上に載置し
た状態で、当該被処理物を、ストック室１３のストッカ６３上と、加熱炉１２の支持体２
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８上（予備加熱室２２）との間で、搬送路６５経由で水平方向に搬送することができる。
【００９７】
　導入室１４は、大気中から高温真空炉１１内に被処理物を導入するためのものであり、
真空チャンバ７１を備えている。この真空チャンバ７１には、加熱炉１２及びストック室
１３と同様に、ターボ分子ポンプ３４、ゲートバルブ２５、及びロータリーポンプ２６が
備えられており、真空チャンバ７１内に例えば１０-2Ｐａ以下、望ましくは１０-5Ｐａ以
下の真空を得ることができるように構成されている。真空チャンバ７１には、真空度を測
定するための真空計７２が備えられる。本実施形態では、真空計７２としてコンビネーシ
ョンゲージが用いられている。
【００９８】
　真空チャンバ７１内にはストッカ７３が備えられている。このストッカ７３は、前記被
処理物を上下方向に複数並べてストックできるように構成されている。導入室１４は、ス
トッカ７３を上下動させるための移動機構７４を備えている。
【００９９】
　導入室１４は、被処理物を真空チャンバ７１内に導入するための導入口７５を備える。
また、導入室１４の真空チャンバ７１と、ストック室１３の真空チャンバ６１とは、搬送
路７６を通じて接続されている。この搬送路７６は、ゲートバルブ７７によって開閉可能
になっている。
【０１００】
　導入室１４には、被処理物を搬送するための搬送機構７８が備えられる。この搬送機構
７８は、水平方向に移動可能な搬送アーム７９を備えている。搬送機構７８は、被処理物
を搬送アーム７９の先端部の上に載置した状態で、当該被処理物を、導入室１４のストッ
カ７３上と、ストック室１３のストッカ６３上との間で、搬送路７６経由で搬送すること
ができる。
【０１０１】
　観察室１５は、被処理物を評価及び観察するためのものであり、真空チャンバ８１を備
えている。この真空チャンバ８１には、真空度を測定するための真空計８２が備えられる
。本実施形態では、真空計８２としてイオンゲージが用いられている。
【０１０２】
　この観察室１５には、反射高速電子線回折装置（ＲＨＥＥＤ）８３等、適宜の観察装置
及び評価装置が備えられる。また、観察室１５には、被処理物を載置可能な昇降台８４が
備えられている。観察室１５は、昇降台８４を上下動させるための移動機構８５を備えて
いる。
【０１０３】
　観察室１５の真空チャンバ８１と、ストック室１３の真空チャンバ６１とは、搬送路８
６を通じて接続されている。この搬送路８６は、ゲートバルブ８７によって開閉可能にな
っている。
【０１０４】
　観察室１５には、被処理物を搬送するための搬送機構８９が備えられる。この搬送機構
８９は、水平方向に移動可能な搬送アーム９０を備えている。搬送機構８９は、被処理物
を搬送アーム９０の先端部の上に載置した状態で、当該被処理物を、観察室１５の昇降台
８４上と、ストック室１３のストッカ６３上との間で、搬送路８６経由で搬送することが
できる。
【０１０５】
　次に、図２から図５までを参照して、加熱炉１２の構成を説明する。図２は加熱炉及び
ストック室の断面図、図３は加熱炉の拡大断面図である。図４は図３のIV－IV線断面矢視
図、図５は図３のＶ－Ｖ線断面矢視図である。
【０１０６】
　図２及び図３に示すように、本加熱室２１は真空チャンバ１９の内部空間の上部に配置
される。また、図４に示すように、本加熱室２１は平面断面視で正六角形に形成されてい
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る。
【０１０７】
　本加熱室２１の内部には、加熱ヒータとしてのメッシュヒータ３３が備えられている。
図４に示すように、メッシュヒータ３３は、本加熱室２１の側壁に沿うように並べて配置
されている。このメッシュヒータ３３は例えばタングステン製とされ、正六角形状の本加
熱室２１の１辺につき２個ずつ、計１２個配置されている。メッシュヒータ３３は、タン
タルカーバイド処理を施したタンタルよりなる取付ネジによって、本加熱室２１の壁部に
取り付けられている。この構成により、本加熱室２１の中央部に配置された被処理物を、
メッシュヒータ３３により周囲から加熱できるようになっている。
【０１０８】
　このメッシュヒータ３３は、タングステンからなる図略のカバーによって覆われている
。このカバーは、タンタルカーバイド処理を施したタンタルよりなる取付ネジによって、
メッシュヒータ３３に取り付けられている。これにより、後述の本加熱処理時に被処理物
から発生する分子線や蒸気にメッシュヒータ３３が晒されることがカバーによって防止さ
れるので、メッシュヒータ３３の寿命を延ばすことができる。
【０１０９】
　また、このメッシュヒータ３３は、正六角形状の本加熱室２１の１つの辺（２個のメッ
シュヒータ３３）ごとに、本加熱室２１の外壁とともに取り外して交換することができる
。この分割構成により、寿命の到来したメッシュヒータ３３だけを交換することが可能に
なり、メンテナンス費用を低減できる。
【０１１０】
　本加熱室２１の側壁や天井には第１多層熱反射金属板４１が固定され、この第１多層熱
反射金属板４１によって、メッシュヒータ３３の熱を本加熱室２１の中央部に向けて反射
させるように構成されている。
【０１１１】
　これにより、本加熱室２１内において、加熱処理対象としての被処理物を取り囲むよう
にメッシュヒータ３３が配置され、更にその外側に多層熱反射金属板４１が配置されるレ
イアウトが実現されている。従って、被処理物を強力且つ均等に加熱し、１，０００℃以
上２，３００℃以下の温度まで昇温させることができる。
【０１１２】
　本加熱室２１の天井側は第１多層熱反射金属板４１によって閉鎖される一方、底面の第
１多層熱反射金属板４１には貫通孔５５が形成されている。被処理物は、この貫通孔５５
を介して、本加熱室２１と、この本加熱室２１の下側に隣接する予備加熱室２２との間で
移動できるようになっている。
【０１１３】
　前記貫通孔５５には、移動機構２７の支持体２８の一部が挿入されている。この支持体
２８は、上から順に、第２多層熱反射金属板４２、第３多層熱反射金属板４３、及び第４
多層熱反射金属板４４を互いに間隔をあけて配置した構成となっている。
【０１１４】
　３つの多層熱反射金属板４２～４４は、何れも水平に配置されるとともに、垂直方向に
設けた柱部３５によって互いに連結されている。そして、第２多層熱反射金属板４２及び
第３多層熱反射金属板４３とで挟まれたスペースに受け台３６が配置され、この受け台３
６上に被処理物（正確には、被処理物を収納した容器２）を載置できるように構成されて
いる。本実施形態において、この受け台３６はタンタルカーバイドにより構成されている
。また、受け台３６は、タンタルカーバイド処理を施したタンタルよりなる取付ネジによ
って、支持体２８を構成する部材（例えば、第３多層熱反射金属板４３）に取り付けられ
ている。
【０１１５】
　移動機構２７を構成するシリンダ部２９のシリンダロッド３０は、中空状に形成されて
いる。また、このシリンダロッド３０の端部にフランジが形成されて、このフランジが第
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４多層熱反射金属板４４の下面に固定される。この構成により、前記シリンダ部２９を伸
縮させることで、受け台３６上の被処理物（容器２）を前記３つの多層熱反射金属板４２
～４４とともに上下動させることができる。
【０１１６】
　前記予備加熱室２２は、本加熱室２１の下側の空間を、多層熱反射金属板４６で囲うこ
とにより構成されている。図５に示すように、予備加熱室２２は平面断面視で円状となる
ように構成されている。なお、予備加熱室２２内には、前記メッシュヒータ３３のような
加熱手段は備えられていない。
【０１１７】
　図３や図５に示すように、予備加熱室２２の底面部においては、前記多層熱反射金属板
４６に貫通孔５６が形成されている。また、予備加熱室２２の側壁をなす多層熱反射金属
板４６において、前記搬送路６５と対面する部位に通路孔５０が形成されている。また、
前記予備加熱室２２は、前記通路孔５０を閉鎖可能な開閉部材５１と、この開閉部材５１
を昇降させる開閉機構５２と、を備えている。
【０１１８】
　予備加熱室２２の下側で隣接する前記断熱室２３は、上側が前記多層熱反射金属板４６
によって区画され、下側及び側部が多層熱反射金属板４７によって区画されている。断熱
室２３の下側を覆う多層熱反射金属板４７には貫通孔５７が形成されて、前記シリンダロ
ッド３０を挿通できるようになっている。
【０１１９】
　前記貫通孔５７の上端部に相当する位置において、多層熱反射金属板４７には収納凹部
５８が形成される。この収納凹部５８には、前記支持体２８が備える第４多層熱反射金属
板４４を収納可能になっている。
【０１２０】
　多層熱反射金属板４１～４４，４６，４７は何れも、金属板（タングステン製）を所定
の間隔をあけて積層した構造になっている。前記開閉部材５１においても、通路孔５０を
閉鎖する部分には、同様の構成の多層熱反射金属板が用いられている。
【０１２１】
　このように高融点の金属板を積層させた構成の多層熱反射金属板は、断熱機能を有する
ほか、タングステンのメッシュヒータ３３から放射される熱放射エネルギーを反射し、こ
れにより加熱効果を得ることができる（反射加熱機能）。
【０１２２】
　即ち、タングステンのメッシュヒータ３３が加熱時（１，８００℃～２，６００℃の高
温領域）に発する波長エネルギーは、その殆どが、波長０．４μｍ～３．５μｍの波長領
域の間に含まれている。一方、２，２００℃において、タングステンの波長エネルギーの
ピークは約１．１μｍの部分に現れ、このときのタングステンの反射率は約０．６５であ
る。また、タングステンは、比較的波長エネルギーの高い波長領域（１．１μｍ～３．０
μｍ）では、その波長が長くなるにつれて反射率が増加し、例えば波長３．０μｍでは反
射率は約０．８に達する。このように、清浄な高純度雰囲気でのタングステンのメッシュ
ヒータ３３に対して、タングステンは十分な反射特性を備えているということができる。
【０１２３】
　多層熱反射金属板４１～４４，４６，４７の材質としては、メッシュヒータ３３の熱輻
射に対して十分な加熱特性を有し、また、融点が雰囲気温度より高い物質であれば、任意
のものを用いることができる。例えば、前記タングステンのほか、タンタル、ニオブ、モ
リブデン等の高融点金属材料や、タングステンカーバイド、ジリコニウムカーバイド、タ
ンタルカーバイド、ハフニウムカーバイド、モリブデンカーバイド等の炭化物を、多層熱
反射金属板４１～４４，４６，４７として用いることができる。また、その反射面に、金
やタングステンカーバイド等からなる赤外線反射膜を更に形成しても良い。
【０１２４】
　そして、支持体２８に備えられる多層熱反射金属板４２～４４は、小さな貫通孔を多数
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有するパンチメタル構造のタングステン板を、当該貫通孔の位置を異ならせつつ所定の間
隔をあけて積層した構造になっている。
【０１２５】
　また、支持体２８の最も上層に備えられる第２多層熱反射金属板４２の積層枚数は、本
加熱室２１の第１多層熱反射金属板４１の積層枚数よりも少なくなっている。
【０１２６】
　また、これらの多層熱反射金属板４１～４４，４６，４７は、タンタルカーバイド処理
を施したタンタルよりなる取付ネジによって、本加熱室２１や予備加熱室２２等の壁部に
固定されている。このように、前記メッシュヒータ３３、それを覆うカバー、受け台３６
、及び多層熱反射金属板４１～４４，４６，４７を他の部材へ取り付ける固定手段として
、タンタルカーバイド処理を施したタンタルよりなる取付ネジを使用することによって、
固定部分でネジが焼き付くことがなく、メンテナンス作業を簡単に行うことができる。
【０１２７】
　本加熱室２１に設けられる前記第１多層熱反射金属板４１においては、積層される金属
板と金属板との間に、温度検知部としての熱電対３７が複数設置されている（図４を参照
）。これにより、本加熱室２１内の温度分布を正確に把握してメッシュヒータ３３をフィ
ードバック制御することができる。従って、本加熱室２１の温度を、予め設定された温度
プロフィルに従って正確に上昇又は下降させる制御も可能になる。また、従来の放射温度
計及びビューポートによる温度検知制御と比較して、チャンバのビューポートの曇りによ
って測温不可能となることがなく、信頼性の高い温度制御を実現できる。
【０１２８】
　次に、図７等を参照しつつ、この高温真空炉１１において被処理物を収納するために用
いられる容器２について説明する。図７は容器の上容器と下容器とを取り外した状態の斜
視図である。図８は容器内に被処理物がセットされた様子を示す模式断面図である。
【０１２９】
　この容器２は、図７に示す構成の上容器２ａと下容器２ｂとを嵌め合わせることにより
構成されている。本実施形態において、容器２は円筒状に構成されているが、これは一例
であって、例えば六面体状に構成されていても良い。
【０１３０】
　前記上容器２ａ及び下容器２ｂは、タンタルカーバイド処理を施したタンタルから構成
されている。この結果、図８に示すように、容器２の表面にはタンタルカーバイド層３が
形成されている。このタンタルカーバイド層３のうち、上容器２ａ及び下容器２ｂの内面
を覆う部分は、容器２の内部空間に露出している。
【０１３１】
　容器２の内部空間には、処理対象（被処理物）としての単結晶ＳｉＣ基板１が配置され
ている。この単結晶ＳｉＣ基板１の結晶構造としては、例えば、６Ｈ－ＳｉＣ又は４Ｈ－
ＳｉＣとすることが考えられる。また、容器２の内部には、Ｓｉ供給源としてのシリコン
ペレット５が配置されている。
【０１３２】
　単結晶ＳｉＣ基板１と下容器２ｂの内底面との間には、スペーサ４が介在される。この
スペーサ４によって、単結晶ＳｉＣ基板１の上面及び下面の両方が、容器２の内部空間に
対し十分に露出した状態となっている。
【０１３３】
　上容器２ａと下容器２ｂとを図８に示すように嵌め合わせたときの嵌合部分の遊びは、
約２ｍｍ以下であることが好ましい。これによって実質的な密閉状態が実現され、本加熱
室２１での加熱処理工程において容器２内のＳｉ圧力を高めて外部圧力（本加熱室２１内
の圧力）よりも高い圧力とし、不純物がこの嵌合部分を通じて容器２内に侵入するのを防
止できる。
【０１３４】
　以上の構成の容器２を、図１に示す導入室１４の導入口７５から真空チャンバ７１内に
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入れ、ストッカ７３上に載置する。そして、この状態からターボ分子ポンプ３４を駆動し
、真空チャンバ７１の内部を真空とする。
【０１３５】
　なお、加熱炉１２の真空チャンバ１９、及びストック室１３の真空チャンバ６１につい
ては、予め１０-2Ｐａ以下、望ましくは１０-7Ｐａ以下の真空状態としておく。あるいは
、予め１０-2Ｐａ以下、望ましくは１０-7Ｐａ以下の真空に到達した後に不活性ガスを導
入した希薄ガス雰囲気下としても良い。また、加熱炉１２の移動機構２７を予め駆動して
、支持体２８を下降させた状態にしておく。また、開閉機構５２を駆動して開閉部材５１
を下降させ、予備加熱室２２の前記通路孔５０を開いておく。
【０１３６】
　次に、図１のゲートバルブ７７を開き、搬送機構７８を駆動して、導入室１４の容器２
をストック室１３のストッカ６３上に搬送した後、ゲートバルブ７７を閉じる。次に、ゲ
ートバルブ６６を開き、搬送機構６７を駆動して、前記容器２を予備加熱室２２内（支持
体２８が備える受け台３６上）へ搬送した後、ゲートバルブ６６を閉じる。このように、
予備加熱室２２の側壁に設けられる多層熱反射金属板４６に通路孔５０を設けることで、
簡素な構成で、予備加熱室２２に対する容器２の出し入れを実現できる。
【０１３７】
　次に、前記開閉機構５２を駆動して開閉部材５１を上昇させ、前記通路孔５０を閉鎖す
る。この状態では、図３に示すように、支持体２８の第２多層熱反射金属板４２が貫通孔
５５を閉鎖し、予備加熱室２２と本加熱室２１とを仕切るように位置する。また、第３多
層熱反射金属板４３が貫通孔５６を閉鎖し、予備加熱室２２と断熱室２３とを仕切るよう
に位置する。更に、第４多層熱反射金属板４４が貫通孔５７及び収納凹部５８を閉鎖し、
断熱室２３とその外部の空間とを仕切るように位置する。
【０１３８】
　この状態でメッシュヒータ３３を駆動すると、本加熱室２１が１，０００℃以上２，４
００℃以下の所定の温度に加熱される。ここで、支持体２８の第２多層熱反射金属板４２
の積層枚数は、前記第１多層熱反射金属板４１の積層枚数よりも少なくなっている。従っ
て、メッシュヒータ３３が発生する熱の一部が第２多層熱反射金属板４２を介して予備加
熱室２２に適度に供給（分配）され、予備加熱室２２内の容器２（被処理物）を例えば５
００℃以上の所定の温度となるように予備加熱することができる。即ち、予備加熱室にヒ
ータを設置しなくても予備加熱を実現でき、予備加熱室の簡素な構造が実現できている。
【０１３９】
　またこのとき、第３多層熱反射金属板４３が予備加熱室２２の下側の貫通孔５６を閉鎖
しており、この前記第３多層熱反射金属板４３は前述のとおりパンチメタル板の積層構造
となっている。同様に、断熱室２３の下側の貫通孔５７を閉鎖する第４多層熱反射金属板
４４も、パンチメタル板の積層構造となっている。
【０１４０】
　従って、第３多層熱反射金属板４３の部分で熱を良好に反射させ、予備加熱室２２内の
被処理物を効率良く予備加熱し、脱ガス処理を行うことができる。また、予備加熱時に容
器２内の被処理物から出るガスは、第３多層熱反射金属板４３及び第４多層熱反射金属板
４４のパンチメタルの貫通孔を通じて、予備加熱室２２及び断熱室２３の外部へ容易に排
気することができる。
【０１４１】
　更に、この予備加熱時に前記通路孔５０が開閉部材５１によって閉鎖されるので、予備
加熱室２２の熱ロスを低減できる。また、支持体２８の第４多層熱反射金属板４４に連結
されているシリンダロッド３０は、断熱室２３を挟んで予備加熱室２２と反対側に位置し
ている。従って、予備加熱室２２等の熱がシリンダロッド３０を伝わって逃げるロスを断
熱室２３によって効果的に低減でき、シリンダロッド３０の熱損傷も防止できる。
【０１４２】
　上記の予備加熱処理を所定時間行った後、シリンダ部２９を駆動し、支持体２８を上昇
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させる。この結果、図６に示すように、容器２（及び、内部の被処理物）が下側から貫通
孔５５を通過して本加熱室２１内に移動する。これにより、直ちに本加熱処理が開始され
、本加熱室２１内の容器（被処理物）を所定の温度（１，０００℃以上２，４００℃以下
の温度）に急速に昇温させることができる。
【０１４３】
　この図６の状態では、支持体２８の第３多層熱反射金属板４３が貫通孔５５を閉鎖し、
予備加熱室２２と本加熱室２１とを仕切るように位置する。従って、本加熱室２１内の被
処理物を効率良く予備加熱することができる。また、支持体２８の第４多層熱反射金属板
４４が貫通孔５６を閉鎖するので、予備加熱室２２から熱が逃げるのを防止し、本加熱室
２１での効率的な加熱を実現している。更に、この第４多層熱反射金属板４４は第３多層
熱反射金属板４３と同様にパンチメタル構造であるので、ガスを予備加熱室２２の外部へ
良好に排気できる。
【０１４４】
　上記の本加熱処理を所定時間行った後、メッシュヒータ３３による加熱を停止するとと
もに、移動機構２７を駆動し、支持体２８を下降させる。この結果、図３に示すように、
容器２が予備加熱室２２内に移動し、急速に冷却される。この状態で所定時間冷却した後
、開閉部材５１及びゲートバルブ６６が開かれるとともに図１の搬送機構６７が駆動され
、受け台３６上の容器２がストック室１３のストッカ６３上に搬送された後、ゲートバル
ブ６６が閉じられる。
【０１４５】
　処理後の容器２はストック室１３内で図略の冷却機構により更に冷却された後、観察室
１５に搬送されて評価及び観察が行われたり、導入室１４に搬送されて導入口７５から取
り出されて次工程へ送られたりする。
【０１４６】
　以上のプロセスにおける被処理物の温度変化を図９に示す。このグラフで示すように、
予備加熱室２２から本加熱室２１に容器２が移動し、本加熱処理が開始されると同時に、
被処理物が急速な昇温カーブで加熱されることが判る。
【０１４７】
　この本加熱処理では、容器２内（図８）の内部に設置したシリコンペレット５からのシ
リコン蒸気の蒸発により、容器２の内部空間はシリコン飽和蒸気圧に保たれ、このために
単結晶ＳｉＣ基板１の表面からのシリコン分子の蒸発が抑制される。また、容器２の内部
空間にはタンタルカーバイド層３が露出しているため、単結晶ＳｉＣ基板１から蒸発して
容器２の内部空間に存在するシリコン蒸気及び炭素蒸気の中から、炭素分子だけが選択的
に容器２の表面のタンタルカーバイド層３に取り込まれる。
【０１４８】
　この結果、容器２の内部空間は、単結晶ＳｉＣ基板１の表面からシリコン蒸気が蒸発し
にくい一方、炭素蒸気が蒸発し易い雰囲気に保たれる。この結果、単結晶ＳｉＣ基板１の
表面からシリコン蒸気と炭素蒸気がほぼ同時に蒸発する。加えて、炭素分子は選択的に容
器２の表面のタンタルカーバイド層３に取り込まれるので、容器２の内部空間はシリコン
蒸気圧が常に高く保たれ自動的にシリコン飽和蒸気圧に保たれる。以上により、単結晶Ｓ
ｉＣ基板１の表面を、シリコン蒸発による荒れが生じていない極めて平坦な表面とするこ
とができる。
【０１４９】
　本実施形態の高温真空炉１１によれば、図９に示すような鋭い昇温カーブが実現される
とともに、単結晶ＳｉＣ基板１を均一に加熱することができる。
【０１５０】
　即ち、図９に示す温度制御及び被処理物の搬送制御の例は、単結晶ＳｉＣ基板の気相処
理条件に関して最適なプロセス環境をもたらすものである。この図９に示す処理は、具体
的には以下のように行われる。即ち、予備加熱室２２に被処理物を搬入し、５００℃以上
１，０００℃以下の温度に予備加熱する（予備加熱処理）。そして、予備加熱室２２から
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前記本加熱室２１へ被処理物を移動させるとともに、本加熱室２１を１，０００℃以上２
，４００℃以下の任意の温度に維持することにより、鋭い温度勾配で被処理物を、１，０
００℃以上２，４００℃以下の任意の温度まで急速に加熱する（本加熱処理）。本加熱終
了後に、本加熱室２１から予備加熱室２２へ被処理物を移動させ、これにより、鋭い温度
勾配で被処理物を冷却する（冷却処理）。
【０１５１】
　なお、このように急激な温度勾配で被処理物の温度を上昇又は下降させる熱処理は、様
々な熱処理に適用することができる。例えば、被処理物としての単結晶ＳｉＣ基板の表面
に多結晶ＳｉＣ基板を極めて近接させた状態で配置したものをタンタルカーバイドの坩堝
（容器）に収納して、予備加熱室２２内で例えば８００℃に予備加熱する。その後、前記
本加熱室２１へ坩堝を移動させることで、坩堝内をシリコン飽和蒸気圧雰囲気とし、数分
間で例えば２，０００℃まで加熱する。この２，０００℃の状態で１０分程度加熱処理す
ると、単結晶ＳｉＣ基板表面に単結晶ＳｉＣ薄膜を気相エピタキシャル成長させることが
できる。その後、本加熱室２１から予備加熱室２２へ坩堝を移動させることで急速に冷却
した後、加熱炉１２の外部へ搬出する。このような超近接昇華法ともいうべき気相プロセ
スを行う場合、本実施形態の高温真空炉１１を使用して上述のような短時間での加熱及び
短時間での冷却を行うと、無欠陥の単結晶ＳｉＣ薄膜を短時間で得ることができ、極めて
好適である。
【０１５２】
　他の熱処理としては、例えば、単結晶ＳｉＣ基板をタンタルカーバイドの坩堝（容器）
に収納して、予備加熱室２２内で例えば８００℃に予備加熱する。その後、前記本加熱室
２１へ坩堝を移動させることで、坩堝内をシリコン飽和蒸気圧雰囲気とし、例えば２，０
００℃の温度で１０分程度加熱処理すると、単結晶ＳｉＣ基板表面が熱エッチングされ、
基板表面を原子レベルで平坦化することができる。その後、本加熱室２１から予備加熱室
２２へ坩堝を移動させることで急速に冷却した後、加熱炉１２の外部へ搬出する。このよ
うな気相プロセスにも、本実施形態の高温真空炉１１を使用して、上述したような短時間
での高温加熱及び短時間での冷却を行うことが好適である。これにより、単結晶ＳｉＣ基
板の表面改質を熱エッチングで効率良く行うことができるとともに、その表面改質の品質
は上述のとおり原子レベルに平坦であり、更に均一なモフォロジーが形成されるので、表
面状態を極めて良好とすることができる。この結果、例えば、機械化学研磨（ＣＭＰ）工
程を不要とすることができる。
【０１５３】
　ただし、被処理物を本加熱室２１へ移動させることで急激に昇温させる代わりに、以下
のような形態で熱処理を行っても良い。即ち、予備加熱室２２から本加熱室２１へ被処理
物を移動させた後に、設定された温度プロフィルに従って本加熱室２１の温度を制御する
ことで、被処理物を１，０００℃以上２，４００℃以下の温度に加熱する。また、本加熱
処理の終了後は、設定された温度プロフィルに従って前記本加熱室２１の温度を制御する
ことで、前記本加熱室２１内の被処理物を冷却するようにするのである。なお、冷却は、
ある程度の温度まで本加熱室２１で所定の温度プロフィルに従って冷却処理を行い、その
後に、予備加熱室２２へ被処理物を移動させることで第２次冷却処理を行うようにしても
良い。
【０１５４】
　例えば、単結晶ＳｉＣ基板表面と多結晶ＳｉＣ基板との間にシリコンプレートを介在さ
せたものを、タンタルカーバイドからなる坩堝（容器）に収納して、予備加熱室２２で例
えば８００℃に予備加熱する。続いて、前記本加熱室２１へ坩堝を移動させる。その後、
所定の温度プロフィルに従って、本加熱室２１の温度を約１時間程度の時間を掛けて上昇
させ、２，０００℃に到達してから約１０時間程度の高温処理を行う。すると、坩堝内が
シリコン飽和蒸気圧雰囲気となり、かつ、単結晶ＳｉＣ基板と多結晶ＳｉＣ基板との間に
シリコン溶融液が介在されて、単結晶ＳｉＣ基板表面に単結晶ＳｉＣを液相エピタキシャ
ル成長させることができる。その後、所定の温度プロフィルに従って、本加熱室２１の温
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度を約１時間程度の時間を掛けて下降させ、８００℃に到達した時点で前記予備加熱室２
２へ移動させ、加熱炉１２の外部へ搬出する。このような液相プロセスを行う場合、温度
勾配が緩やかな温度プロフィルを本実施形態の高温真空炉１１に設定して、長時間をかけ
て被処理物を加熱及び冷却することが、単結晶ＳｉＣ液相エピタキシャル成長膜の歪を防
止できる点で極めて有効である。
【０１５５】
　以上に本願発明の好適な実施形態を説明したが、以上の構成は例えば以下のように変更
することができる。
【０１５６】
　図１０に加熱炉の例の模式図を示す。なお、以下の説明において、前記実施形態と同一
又は類似する部材には同一の符号を付して、その説明を省略する。
【０１５７】
　図１０に示す加熱炉１２においては、支持体２８の下端部に位置する前記第４多層熱反
射金属板４４に、シリンダロッド３０の先端が、温度絶縁体３８を介して連結されている
。この構成により、本加熱室２１や予備加熱室２２の熱がシリンダロッド３０を伝わって
逃げるロスを温度絶縁体３８によっても低減できている。
【０１５８】
　また、図３等においては図示を省略したが、図１０で示すように、本加熱室２１におい
て、前記被処理物（容器２）の本加熱処理時の位置の周囲にシールド３９が備えられても
良い。このシールド３９は、例えばタングステン、モリブデン、又はタンタルからなり、
円筒状に形成されている。この構成によれば、本加熱処理時に被処理物から発生する分子
線やガスにメッシュヒータ３３が晒されることがシールド３９によって防止されるので、
メッシュヒータ３３の寿命を延ばすことができる。このシールド３９は、移動機構２７の
支持体２８側に（被処理物とともに移動可能に）備えられても良く、この場合でも上記と
同様の効果を発揮することができる。シールド３９を他の部材に取り付けるには、タンタ
ルカーバイド処理を施したタンタルよりなる取付ネジを用いるのが、高温環境での焼き付
きを防止できる点で好ましい。
【０１５９】
　図１１に加熱炉の別の例の模式図を示す。この図１１の加熱炉１２においては、断熱室
２３の下側に第２断熱室（第４室）２４を更に配置している。この第２断熱室２４は、そ
の上側を多層熱反射金属板４７によって覆われ、側部及び下側を多層熱反射金属板４８に
よって覆われている。移動機構２７の支持体２８は、第４多層熱反射金属板４４の下側に
、更にパンチメタル構造の第５多層熱反射金属板４５を備えている。この第５多層熱反射
金属板４５は、他の多層熱反射金属板４２～４４と同様に、被処理物とともに移動可能と
されている。そして、この第５多層熱反射金属板４５に前記シリンダロッド３０が温度絶
縁体３８を介して連結されている。
【０１６０】
　図１１は予備加熱処理時の様子を示し、このとき、多層熱反射金属板４７に形成されて
いる貫通孔５９は、支持体２８が備える第４多層熱反射金属板４４によって閉鎖されて、
断熱室２３と第２断熱室２４との間が第４多層熱反射金属板４４によって隔てられる。ま
た、多層熱反射金属板４８に形成されている貫通孔５７及び収納凹部５８は、支持体２８
が備える第５多層熱反射金属板４５によって閉鎖されて、第２断熱室２４とその外部の空
間とが第５多層熱反射金属板４５によって隔てられる。従って、予備加熱時においては断
熱室２３及び第２断熱室２４の閉鎖状態が実現され、２つの断熱室の断熱効果によって一
層の熱効率向上が図られる。
【０１６１】
　また、図１１の状態から支持体２８を上昇させた本加熱処理時では、多層熱反射金属板
４６の貫通孔５６が第４多層熱反射金属板４４によって閉鎖され、多層熱反射金属板４７
の貫通孔５９が第５多層熱反射金属板４５によって閉鎖される。従って、この図１１の構
成では本加熱処理時においても断熱室２３の閉鎖状態が実現されて、その断熱効果によっ
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て熱効率を一層上昇させることができる。また、本加熱処理時ではシリンダロッド３０が
前記断熱室２３を挟んで予備加熱室２２と反対側に位置するので、シリンダロッド３０の
熱損傷を効果的に防止できる。
【０１６２】
　予備加熱室２２に通路孔５０を設ける構成に代えて、例えば以下の構成とすることがで
きる。即ち、予備加熱室２２の多層熱反射金属板４６を例えば水平方向（又は上下方向）
に分割した構成とし、分割された一部又は全部が移動することで多層熱反射金属板４６の
間に隙間（通路空間）を形成できるようにする。この場合、前記通路空間を通じて、予備
加熱室２２に対して被処理物を出し入れすることができる。
【０１６３】
　予備加熱室２２に対して被処理物（容器２）を出し入れする搬送機構は、搬送アーム６
８を用いたものに限定されない。例えば、水平な回転テーブルを有する回転テーブル式の
搬送機構に変更することができる。
【０１６４】
　被処理物（容器２）が本加熱室２１内にあるときに、シリンダロッド３０の先端を支持
体２８に対して切離し可能に構成することもできる。なお、シリンダロッド３０を切り離
す前に、前記支持体２８は適宜の機構によって本加熱室２１側に保持しておく。この構成
によれば、シリンダロッド３０を介した熱ロスやシリンダロッド３０の熱損傷を大幅に抑
制することができる。
【０１６５】
　受け台３６は、タンタルカーバイドで構成されることに代えて、例えばタングステンカ
ーバイド、タングステン、又はグラファイトからなるように変更することができる。
【０１６６】
　前記メッシュヒータ３３は、タングステンで構成されることに代えて、例えばモリブデ
ン又はタンタルからなるように変更することができる。
【０１６７】
　メッシュヒータ３３を覆う図略のカバーは、タングステンで構成されることに代えて、
例えばモリブデン又はタンタルからなるように変更することができる。
【０１６８】
　熱処理で用いる容器２は、タンタルカーバイド処理されたタンタルによって構成される
ことに代えて、例えばタンタルカーバイド、（タンタルカーバイド処理なしの）タンタル
、タングステンカーバイド、タングステン、又はグラファイトからなるように変更するこ
とができる。
【０１６９】
　上記実施形態の熱処理は、単結晶ＳｉＣ基板１に関する熱処理に限らず、他の様々な化
学変化及び物理変化を被処理物に生じさせるために用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【０１７０】
【図１】本発明の一実施形態に係る高温真空炉の全体構成を示す模式図。
【図２】加熱炉及びストック室の構成を示す断面図。
【図３】加熱炉において、被処理物を収納した容器を予備加熱室に移動させ、予備加熱処
理を行っている様子を詳細に示す断面拡大図。
【図４】図３のIV－IV線断面矢視図。
【図５】図３のＶ－Ｖ線断面矢視図。
【図６】図３の状態から容器を本加熱室へ移動させ、本加熱処理を行っている様子を示す
断面拡大図。
【図７】加熱処理に使用される容器の上容器と下容器を取り外した状態を示す斜視図。
【図８】容器内の被処理物の配置例を示す断面図。
【図９】予備加熱処理及び本加熱処理の温度制御と被処理物の移動の例を示すグラフ。
【図１０】加熱炉の他の例において予備加熱処理が行われる様子を示す模式断面図。
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【図１１】加熱炉の更に他の例において予備加熱処理が行われる様子を示す模式断面図。
【符号の説明】
【０１７１】
　１　単結晶ＳｉＣ基板（試料、被処理物）
　２　容器
　１１　高温真空炉（熱処理装置）
　１２　加熱炉
　１３　ストック室
　１９　真空チャンバ
　２１　本加熱室（第１室）
　２２　予備加熱室（第２室）
　２３　断熱室（第３室）
　２４　第２断熱室（第４室）
　２７　移動機構
　２８　支持台
　２９　シリンダ部
　３０　シリンダロッド
　３３　メッシュヒータ（加熱ヒータ）
　４１　第１多層熱反射金属板
　４２　第２多層熱反射金属板
　４３　第３多層熱反射金属板
　４４　第４多層熱反射金属板
　４５　第５多層熱反射金属板
　４６～４８　多層熱反射金属板

【図１】 【図２】
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